第１部　計画の枠組み
第１章　計画の策定にあたって
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　計画の策定にあたって
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　計画策定の背景
昭和56（1981）年の国際障害者年を契機に、障がいのある人の「完全参加と平等」の実現に向けた取り組みが始まってから、30年以上が経過しました。この間、障がいのある人を取り巻く環境は大きく変化しました。
障がいのある人に対する福祉サービスについては、平成15（2003）年に、従来の「措置制度」から、利用者の自己決定を重視した契約制度である「支援費制度」に移行され、サービスの充実が図られました。しかし、サービスの利用者が急増したことや精神障がいがサービスの対象になっていなかったことなどから、これらの課題を解決するため、平成18（2006）年に、「障害者自立支援法」が施行され、サービス体系の再編などが図られました。平成25（2013）年には、「障害者自立支援法」は見直され、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」といいます。）として施行され、難病等がサービスの対象となるなど、サービスの充実が図られました。
また、障がいのある人の外出時の障壁を除去するための環境整備については、平成６（1994）年に「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」、平成12（2000）年に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」が施行されました。平成18（2006）年には、この２つの法律を一体化した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下「バリアフリー法」といいます。）が施行され、公共的建築物や公共交通機関等におけるバリアフリー化が進められました。
このように、障がいのある人が日常生活や社会生活をおくる上で必要なサービスの提供や環境整備が進められたものの、社会的障壁の解消までには至っていません。
国際社会においては、平成18（2006）年に、国際連合により、障がいのある人の権利や尊厳を保護し、促進するための包括的かつ総合的な国際条約として「障害者の権利に関する条約」（以下「障害者権利条約」といいます。）が採択され、平成20（2008）年から発効されています。
我が国においては、平成19（2007）年の同条約の署名以降、条約の締結に向けた国内法の整備が進められてきました。平成23（2011）年には、「障害者基本法」が改正され、障がい者の定義を見直すとともに、障がいを理由とする差別などによる権利侵害行為の禁止や社会的障壁の除去を怠ることによる権利侵害の防止などが基本原則に盛り込まれました。また、同年には「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下「障害者虐待防止法」といいます。）が制定され、平成24（2012）年に施行されました。さらに、平成25（2013）年には、「障害者基本法」の差別の禁止に関する基本原則を具体化するため、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」といいます。）が制定されました。
このほか、平成17（2005）年には「発達障害者支援法」、平成25（2013）年には「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（以下「障害者優先調達法」といいます。）が施行されました。また、同年には、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（以下「精神保健福祉法」といいます。）、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障害者雇用促進法」といいます。）が改正され、さらに、「障害者基本法」に基づく「障害者基本計画（第３次）」が策定されるなど、障がいのある人の人権の尊重などについて、着実な取り組みが進められてきました。
こうした国内法の整備などを受け、我が国は、平成26（2014）年１月に「障害者権利条約」を批准し、同年２月に効力を発することとなりました。
このように、障がいのある人を取り巻く環境が大きく変化する中、岐阜市としては、昭和56（1981）年に「岐阜市国際障害者年の推進方針」を決定し、昭和57（1982）年には、共感と連帯で築く福祉のまちをめざして、「障害者施策に関する長期計画」を策定しました。同計画の期間が満了する平成３（1991）年には、岐阜市身体障害者推進協議会において、同計画を踏襲しつつ、ノーマライゼーションの理念の具現化を図るための計画的な障がい者施策の指針を示した「今後の障害者対策への提言」が取りまとめられました。
その後、平成８（1996）年に身体障害者手帳の交付事務や精神保健に関する事務などが移譲される中核市への移行を経て、平成９（1997）年には、障がいのある人に対するアンケートや障がい者団体などの意見、障がいのある人も参画した岐阜市障害者施策推進協議会の審議を踏まえ、バリアフリー社会の実現をめざした「岐阜市障害者計画」を策定しました。同計画は、全国初の本格的な障害者計画として高い評価を受けました。なお、同計画の期間が満了する平成16（2004）年には、「障害者基本法」が改正され、平成19（2007）年４月から、市町村における障害者計画の策定が義務化されました。
平成18（2006）年には、柳津町との合併を経て、「誰もが自立してともに暮らすまちをめざして」を基本目標に掲げた「第２次岐阜市障害者計画」を策定しました。また、同年の「障害者自立支援法」の施行に伴い、市町村における障害福祉サービスなどの見込量とその確保策などを示す障害福祉計画の策定が義務化されたことから、平成19（2007）年に、「第１期岐阜市障害福祉計画」を策定しました。その後、平成21（2009）年には「第２期岐阜市障害福祉計画」、平成24（2012）年には「第３期岐阜市障害福祉計画」を策定しました。
以上のような動向などを踏まえ、障がいのある人の日常生活や社会生活の支援を総合的かつ計画的に推進するため、「第３次岐阜市障害者計画」と「第４期岐阜市障害福祉計画」を策定するものです。
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　計画の性格
(1) 　計画の位置付け
第３次岐阜市障害者計画は、障害者基本法第11条第３項に基づく市町村障害者計画として、国の障害者基本計画（第３次）や岐阜県障がい者総合支援プランを踏まえつつ、岐阜市における障がいのある人に関する施策の基本方針などを示す計画です。
なお、第３次岐阜市障害者計画は、岐阜市総合計画（ぎふ躍動プラン・21）をはじめ、ぎふ市民健康基本計画、岐阜市人権教育・啓発行動計画など、関連する計画との整合を図りつつ、策定し、推進していきます。
第４期岐阜市障害福祉計画は、障害者総合支援法第88条に基づく市町村障害福祉計画として、厚生労働省が示す「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」といいます。）を踏まえつつ、岐阜市における、平成27（2015）年度から３年間の障害福祉サービスなどの見込量とその確保策などを示す計画です。したがって、第４期岐阜市障害福祉計画は、第３次岐阜市障害者計画の障害福祉サービス分野における実施計画としての性格を有します。
なお、第４期岐阜市障害福祉計画は、岐阜市地域福祉推進計画をはじめ、岐阜市高齢者福祉計画、岐阜市子ども・子育て支援事業計画など、関連する計画との調和を図りつつ、策定し、推進していきます。
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(2) 　計画の範囲
第３次岐阜市障害者計画と第４期岐阜市障害福祉計画における障がいのある人とは、身体に障がいのある人、知的障がいのある人、精神に障がいのある人、発達障がいのある人、難病患者等です。
なお、第３次岐阜市障害者計画は、福祉のみならず、保健・医療、雇用・就労、防災、まちづくり、教育、文化・スポーツなど、障がいのある人に関する施策全般について示す計画であり、その推進にあたっては、障がいの有無にかかわらず、広く市民の理解と協力が不可欠です。したがって、第３次岐阜市障害者計画は、岐阜市民のすべてが対象となります。
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　計画の期間
第３次岐阜市障害者計画と第４期岐阜市障害福祉計画の計画期間は、障がいのある人を取り巻く環境の今後の変化を見据え、国の障害者基本計画（第３次）や基本指針等の期間（終期）と合わせ、平成27（2015）年度から平成29（平成2017）年度までとします。
なお、第４期岐阜市障害福祉計画については、計画の進捗の評価等を踏まえ、必要に応じて、見直しを行うこととします。
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　障がいのある人を取り巻く現状と課題
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　岐阜市の人口と障がい者手帳の所持者数
(3) 　岐阜市の人口
平成26年４月１日現在、岐阜市の人口は415,113人と、平成18年の柳津町との合併以降、概ね減少傾向にあります（図表１－１）。
平成26年４月１日現在の岐阜市の人口を年齢階層別にみると、18歳未満は67,225人で全体の16.2％、18歳以上65歳未満は239,902人で全体の57.8％と、ともに減少傾向にある一方、65歳以上は107,986人で26.0％と、増加傾向にあります（図表１－２）。
図表１－1 　岐阜市の人口の推移（各年４月１日現在）
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資料：岐阜市住民基本台帳等（平成24年７月までは外国人登録原票を含む。）
図表１－2 　岐阜市の人口の年齢階層別構成の推移（各年４月１日現在）
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資料：岐阜市住民基本台帳
(4) 　岐阜市の障がい者手帳所持者数等
平成26年３月31日現在、身体障害者手帳所持者は17,202人、療育手帳所持者は3,333人、精神障害者保健福祉手帳所持者は2,813人、合計23,348人であり、概ね増加傾向にあります。
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　岐阜市の障がい者手帳所持者数の推移（各年３月31日現在）
資料：岐阜市障がい福祉課・地域保健課
①　身体障害者手帳所持者
身体障害者手帳は、肢体や視覚、聴覚、音声、言語などの機能のほか、心臓やじん臓、呼吸器、ぼうこう・直腸、小腸、肝臓、免疫などの身体内部の機能に障がいのある人に対して、都道府県または指定都市、中核市において交付するものです。
平成26年３月31日現在の身体障害者手帳所持者数を障がいの種類別にみると、肢体不自由が9,397人と最も多く、次いで、内部障がいが5,334人などとなっています。等級別では、重度障がい（１・２級）が8,106人と、全体の47.1％を占めています。
図表１－4 　身体障害者手帳所持者の障がいの種類別・等級別構成（平成26年３月31日現在）
	
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級
	６級
	合計

	視覚障がい
	436
	318
	88
	58
	118
	64
	1,082

	
	40.3
	29.4
	8.1
	5.4
	10.9
	5.9
	100

	聴覚・平衡機能障がい
	83
	309
	190
	228
	9
	434
	1,253

	
	6.6
	24.7
	15.2
	18.2
	0.7
	34.6
	100

	音声・言語

・そしゃく機能障がい
	5
	10
	74
	47
	-
	-
	136

	
	3.7
	7.4
	54.4
	34.6
	-
	-
	100

	肢体不自由
	1,825
	2,217
	2,358
	1,944
	710
	343
	9,397

	
	19.4
	23.6
	25.1
	20.7
	7.6
	3.7
	100

	内部障がい
	2,817
	86
	1,509
	922
	-
	-
	5,334

	
	52.8
	1.6
	28.3
	17.3
	-
	-
	100

	合　計
	5,166
	2,940
	4,219
	3,199
	837
	841
	17,202

	
	30.0
	17.1
	24.5
	18.6
	4.9
	4.9
	100


※上段の単位は人、下段は障がいの種類別ごとの等級別構成比（％）
資料：岐阜市障がい福祉課
障がいの種類別に身体障害者手帳所持者数の推移をみると、肢体不自由と内部障がいは概ね増加傾向にある一方、視覚障がいは減少傾向にあります。
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　身体障害者手帳所持者の障がいの種類別構成の推移（各年３月31日現在）
資料：岐阜市障がい福祉課
障がいの等級別に身体障害者手帳所持者数の推移をみると、１・３・４級は概ね増加傾向にある一方、５・６級は減少傾向にあります。
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　身体障害者手帳所持者の障がいの等級別構成の推移（各年３月31日現在）
資料：岐阜市障がい福祉課
平成26年３月31日現在の身体障害者手帳所持者数を年齢階層別にみると、18歳未満は全体の2.3％で横ばい傾向、18歳以上65歳未満は全体の25.6％で減少傾向にある一方、65歳以上は72.1％で増加傾向にあります。
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　身体障害者手帳所持者の年齢階層別構成の推移（各年３月31日現在）
資料：岐阜市障がい福祉課
②　療育手帳所持者

療育手帳は、児童相談所または知的障害者更生相談所において知的障がいと判定された人に対して、居住地の市町村を通じて都道府県または指定都市より交付されるものです。
平成26年３月31日現在の療育手帳所持者数を等級別にみると、最重度・重度（Ａ・Ａ１・Ａ２）の障がいが1,387人と、全体の41.6％となっています。
図表１－8 　療育手帳所持者の等級別構成（平成26年３月31日現在）
	
	Ａ
	Ａ１
	Ａ２
	Ｂ１
	Ｂ２
	合計

	18歳未満
	-
	158
	185
	185
	370
	898

	
	-
	17.6
	20.6
	20.6
	41.2
	100

	18歳以上

65歳未満
	167
	370
	382
	777
	484
	2,180

	
	7.7
	17.0
	17.5
	35.6
	22.2
	100

	65歳以上
	74
	3
	48
	117
	13
	255

	
	29.0
	1.2
	18.8
	45.9
	5.1
	100

	合　計
	241
	531
	615
	1,079
	867
	3,333

	
	7.2
	15.9
	18.5
	32.4
	26.0
	100


※上段の単位は人、下段は年齢階層ごとの等級別構成比（％）
資料：岐阜市障がい福祉課
障がいの等級別に療育手帳所持者数の推移をみると、ＡをＡ１・Ａ２に分けた制度変更に伴うＡの減少を除き、いずれの等級も増加傾向にあります。
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　療育手帳所持者の障がいの等級別構成の推移（各年３月31日現在）
資料：岐阜市障がい福祉課
③　精神障害者保健福祉手帳所持者
精神障害者保健福祉手帳は、一定の精神障がいの状態にあると認定された人に対して、居住地の市町村を通じて都道府県または指定都市より交付されるものです。
平成26年３月31日現在の精神障害者保健福祉手帳所持者数を等級別に見ると、１・２級が2,509人と、全体の89.2％となっています。
図表１－1 　精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別構成（平成26年３月31日現在）
	
	１　級
	２　級
	３　級
	合　計

	18歳未満
	4
	3
	6
	13

	
	30.8
	23.1
	46.2
	100

	18歳以上

65歳未満
	406
	1,459
	258
	2,123

	
	19.1
	68.7
	12.2
	100

	65歳以上
	337
	300
	40
	677

	
	49.8
	44.3
	5.9
	100

	合　計
	747
	1,762
	304
	2,813

	
	26.6
	62.6
	10.8
	100


※上段の単位は人、下段は年齢階層ごとの等級別構成比（％）
資料：岐阜市地域保健課
障がいの等級別に精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、１・２級が増加傾向にあります。
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　精神障害者保健福祉手帳所持者の障がいの等級別構成の推移（各年３月31日現在）
資料：岐阜市地域保健課
④　難病患者等

難病は、原因が不明で治療方法が確立していない疾病で、障害者総合支援法においては151疾患が対象となっています。
また、従来、難病のうち、厚生労働省が指定する特定の疾患の患者に対して、医療費の助成が行われていましたが、平成27年１月より、「難病の患者に対する医療費等に関する法律」（以下「難病法」といいます。）における指定難病の患者に対して、医療費の助成が行われます。
なお、平成26年３月31日現在、従来の特定疾患（56疾患）医療費の認定者数は2,519人となっています。
図表１－3 　特定疾患医療費の認定者数の推移（各年３月31日現在）
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資料：岐阜市地域保健課
治療期間が長く、医療費負担が高額となる児童の慢性疾病の患者に対しては、児童福祉法に基づき、小児慢性特定疾患医療費の助成が行われていましたが、平成27年１月より、小児慢性特定疾病医療費として助成が行われます。
なお、従来の小児慢性特定疾患（計11疾患群）医療費の受給者数は平成25年度で312人となっています。
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　小児慢性特定疾患医療費の受給者数の推移
資料：岐阜市地域保健課
⑤　発達障がいのある人
発達障がいは、発達障害者支援法において、自閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がい、その他これに類する脳機能障がいで、その症状が通常低年齢において発現するものと定義されています。
なお、医学的には発達障がいの診断基準は明確化されておらず、また、発達障がいのある人を対象とした手帳が療育手帳と精神障害者保健福祉手帳に分かれており、発達障がいのある人の数を正確に把握することは困難な状況となっています。
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資料：政府広報オンライン
5 　障がいのある人の現状とニーズ
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ここでは、障がいのある人などへのアンケート調査や障がい者団体等との意見交換により把握した、障がいのある人の現状とニーズについて示します。
Ⅰ　生　活
(5) 　生活の場所
現在の生活の場所と今後希望する生活の場所については、現在は９割程度の人が自宅で生活していますが、グループホームや入所施設の利用が一定程度ある療育手帳所持者を除き、今後は８割から９割程度の人が自宅での生活を希望しています。なお、今後、療育手帳所持者を主にグループホームや入所施設での生活を希望する人の増加が見込まれます。
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　現在の生活の場所と今後の希望する生活の場所の比較
(6) 　自宅での生活の支援のあり方
今後、自宅での生活を希望する人の生活支援のあり方については、療育手帳所持者の６割以上、その他の障がいなどの５割程度の人が、家族の支援を希望しています。なお、サービスの利用を希望している人は、いずれも２割程度にとどまっています。
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　今後、自宅での生活を希望する人の生活支援の方法
(7) 　家族（介助者）の状況
家族の支援による生活を希望している人の介助者の年齢については、身体障害者手帳所持者の介助者の４割以上、精神障害者保健福祉手帳所持者の介助者の７割程度が60歳以上であり、今後、介助者のさらなる高齢化が懸念されます。
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　家族の支援を希望している人の介助者の年齢
(8) 　成年後見制度の知名度
知的障がいや精神に障がいのある人を保護、支援する成年後見制度を知っている人の割合は、療育手帳所持者が５割程度、精神障害者保健福祉手帳所持者が４割程度にとどまっています。
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　成年後見制度の知名度
(9) 　通院状況
通院の頻度については、障がいなどの種類によって異なりますが、７割から９割程度の人が月１～２回以上通院しており、特に、身体障害者手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者の通院の頻度が高くなっています。
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　通院頻度
(10) 　通院における困りごと
通院における困りごととしては、障がいなどの種類にかかわらず、医療費や交通費の負担、専門的な医療機関の不足を感じている人の割合が高くなっています。なお、特に困っていない人は５割程度となっています。
図表１－10 　通院における困りごと（複数回答可）
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▼身体手帳
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▼療育手帳
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▼精神手帳
▼特定疾患
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　【障がいのある人の生活状況に関する障がい者団体等からの主な意見】
　
・親の高齢化により、介助できなくなることを懸念している。
　・親なき後をどうするのか切実な課題である。
・グループホームなど、安心して預けられる施設が少ない。
　・サービスや施設等は充実してきたが、利用方法がわかりにくいほか、ヘルパーや重度の人の訪問介護サービスが不足している。
　・在宅の障がいのある人については、なかなか把握できないため、孤立しないよう、情報提供に努めるなど、支援しなければならない。
・成年後見制度の活用を進める必要がある。
Ⅱ　就　労
(11) 　就労状況
仕事をしていない人は、18歳未満の割合が大きい療育手帳所持者を除き、４割程度などとなっています。なお、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所における就労も含め、何らかの仕事をしている人は、身体障害者手帳所持者と特定疾患医療受給者証所持者が４割程度、療育手帳所持者が３割程度、精神障害者保健福祉手帳所持者が２割以上となっています。
図表１－11 [image: image32.emf]5.7 
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　就労・就学状況
(12) 　未就労者の就労意向
仕事をしていない人のうち、今後「働きたい」という人は３割以下にとどまっていますが、「働きたいが健康状況等を考えると難しい」という人とあわせると、特定疾患医療受給者証所持者を除き、６割から７割程度となっています。
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　未就労者の今後の就労意向
(13) 　働くための環境
「働きたい」と「働きたいが健康状況等を考えると難しい」という人が働くために必要であると感じていることは、障がいなどの種類によって異なるものの、概ね共通して、「事業主や職場の理解や協力」、障がいの特性に合った「仕事内容」の割合が高くなっています。
図表１－13 　働くために必要なこと（複数回答可）
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▼身体手帳
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▼療育手帳
▼精神手帳
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▼特定疾患
(14) 　児童生徒等の卒業後の進路
児童生徒等の卒業後の進路希望について、就労移行支援事業所や就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）における就労も含めた就労意向は、身体障害者手帳所持者が２割程度、療育手帳所持者が３割程度となっています。
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　児童生徒等の卒業後の進路希望
※「自営業（家業）」「内職」という選択肢が用意されていましたが、該当はありませんでした。
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　【障がいのある人の就労状況に関する障がい者団体等からの主な意見】
　
・一般就労への定着化には、職場の理解や仕事内容が重要である。
・職場の理解については、特に、異動によって環境が変わることが課題である。
　・就労を進めるためには、経済的な支援ではなく、子どものころから生きる力をつける必要がある。
・障がい者の雇用は社会貢献の１つとして、企業の考え方を変えていく必要がある。
・障がいの種類にかかわらず、雇用を促進する必要がある。
・就労継続支援事業所は増えているが、就労環境がよくなっているとは感じられな
い。
Ⅲ　安全、安心
(15) 　困りごとなどの相談相手
生活で困っていることや不安に思っていることについては、友人・知人や近所の方への相談は３割以下にとどまっており、７割から８割程度は家族等に相談しています（図表１－24）。ただし、世帯人員をみると、身体障害者手帳所持者や精神障害者保健福祉手帳所持者、特定疾患医療受給者証所持者は、単身や２人の世帯が４割程度となっています（図表１－25）。
図表１－15 　困りごとなどの相談相手（複数回答可）
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▼身体手帳
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▼療育手帳
▼精神手帳
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▼特定疾患
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　世帯人員
(16) 　近所とのかかわり
近所とのかかわりがほとんどない人の割合は、療育手帳所持者が26.0％、精神障害者保健福祉手帳所持者が29.7％と、高くなっています。また、あいさつをする程度は、いずれも５割程度となっています。
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　近所とのかかわり
(17) 　近所とのかかわりの大切さ
近所とのかかわりを持つ上で大切であると感じていることは、障がいなどの種類にかかわらず、見守り合いや助け合いが６割から７割程度、人とのふれあいが４割から５割程度となっています。
図表１－18 　近所とのかかわりを持つ上で大切なこと（複数回答可）
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▼身体手帳
▼療育手帳
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▼精神手帳
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▼特定疾患
(18) 　災害時の避難行動
災害時に、ひとりで避難できない人とひとりで避難できるかどうかわからない人との合計は、療育手帳所持者が８割程度と高く、そのほかでも、４割から５割程度となっています（図表１－28）。ひとりで避難できない、または、ひとりで避難できるかどうかわからない理由については、避難の際に介助を必要としている人が、身体障害者手帳所持者や療育手帳所持者、特定疾患医療受給者証所持者では６割以上となっています（図表１－29）。
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　災害時の避難行動
図表１－20 　ひとりで避難できない理由（複数回答可）
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▼身体手帳
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▼療育手帳
▼精神手帳
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▼特定疾患
(19) 　避難行動要支援者登録制度の知名度
災害時にひとりで避難することが困難な人を地域全体で支援するための制度である避難行動要支援者登録制度を知らない人の割合が７割以上となっています。
図表１－21 　避難行動要支援者登録制度の知名度
単位：人
	
	登録済み
	今後登録を検討
	登録したくない
	知らない

	身体手帳
	回答者（n=1,690）
	129
	134
	164
	1,263

	
	うち避難できない人など（n=807）
	105
	90
	45
	567

	療育手帳
	回答者（n=627）
	47
	64
	30
	486

	
	うち避難できない人など（n=489）
	44
	52
	19
	374

	精神手帳
	回答者（n=192）
	2
	3
	10
	177

	
	うち避難できない人など（n=94）
	1
	1
	4
	88

	特定疾患
	回答者（n=256）
	7
	13
	20
	216

	
	うち避難できない人など（n=97）
	7
	10
	7
	73

	合　計
	回答者（n=2,765）
	185
	214
	224
	2,142

	
	うち避難できない人など（n=1,487）
	157
	153
	75
	1,102

	
	
	10.6%
	10.3%
	5.0%
	74.1%


※合計欄の「うち避難できない人など」の下段はその構成比
(20) 　聴覚や言語などに障がいのある人の意思疎通手段
身体障害者手帳所持者のうち、聴覚や言語などに障がいのある人の意思疎通手段については、補聴機器が５割以上と最も多く、筆談や要約筆記、手話（触手話を含む。）は４割弱となっています。
図表１－22 　聴覚や言語などに障がいのある人の意思疎通手段（複数回答可）

(21) 　視覚に障がいのある人の点字の識字率
身体障害者手帳所持者のうち、視覚に障がいのある人の点字の識字率については、点字を必要とする人（50.0％）の４割程度となっています。
図表１－23 　視覚に障がいのある人の点字の識字率
　【障がいのある人の安全、安心に関する障がい者団体等からの主な意見】
　
・災害時に通訳・介助者がいないと、避難も避難所生活も困難である。
・避難所での生活は困難であり、通っている学校や事業所への避難が望ましい。
・要支援者登録制度については、個人情報ということよりも、避難所生活の困難さからの躊躇もあると考えられる。
　・災害時は、薬や装具などの入手が困難になると想定されることから、薬などの備蓄や使用している薬などがわかるようなものを所持するよう、周知する必要がある。
・災害時の情報提供は細やかに行う必要がある。
・避難所で生活するためには、周囲の理解が必要である。そのため、あらゆる機会を通じて、市民の理解を深めていく必要がある。
Ⅳ　社会参加
(22) 　外出状況
過去１年間の外出頻度については、「月に１～２回」、「年に数回」、「ほとんどなし」の合計が、精神障害者保健福祉手帳所持者や特定疾患医療受給者証所持者では２割以上となっています。一方で、障がいなどの種類にかかわらず、５割から６割程度の人は、毎日または週に３回から４回は外出しています。
図表１－24 　外出頻度
(23) 　外出時の困りごと
外出時の困りごととしては、身体障害者手帳所持者が道路や施設でのバリアの多さ、療育手帳所持者がコミュニケーションへの不安や車等に危険を感じる人の割合が高くなっているなど、障がいなどの種類によって異なっています。
図表１－25 　外出時の困りごと（複数回答可）
▼身体手帳
▼療育手帳

▼精神手帳
▼特定疾患
(24) 　文化・芸術・スポーツ・社会活動への参加
文化・芸術・スポーツ・社会活動に参加するために必要であると感じていることは、障がいなどの種類にかかわらず、５割から６割程度の人が参加のしやすさとしています。このほか、身体障害者手帳所持者と特定疾患医療受給者証所持者ではバリアフリーなどの施設の整備、療育手帳所持者ではボランティアの育成など、障がいなどの種類によって異なるものもあります。
図表１－26 　文化・芸術・スポーツ・社会活動に参加するために必要なこと（複数回答可）
▼身体手帳
▼療育手帳
▼特定疾患
※この設問は共通項目ではないため、精神障害者保健福祉手帳所持者については未調査
(25) 　差別や偏見
日常生活における差別や偏見については、身体障害者手帳所持者の３割程度の人、療育手帳所持者の５割程度の人が、いまだ差別や偏見を感じることがある状況です。
図表１－27 　日常生活における差別や偏見
※この設問は共通項目ではないため、精神障害者保健福祉手帳所持者については未調査

【障がいのある人の社会参加に関する障がい者団体等からの主な意見】
　
・バリアフリー化を進めるにあたっては、障がいのある人が安全に安心して活動できるように配慮する必要がある。
・文化活動やスポーツを行うための場所や人材（ボランティアなど）が必要である。
　・ボランティアについては、子どものころからの意識の醸成や団塊世代の活用を考えなければならない。
・障がいのある人も防災訓練などの地域活動に参加する必要がある。
・障がいのある人に対して固定観念があり、それが差別や偏見につながっている。
・障がいのある人の特性や違いをもっと広報する必要がある。
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